
平成３０年第１回 北海道議会定例会（一般質問）開催状況 

 

開催年月日  平成３０年３月８日（木） 

質  問 者  自民党・道民会議 冨原 亮 議員 

答 弁 者  知事 

担 当 部課  総務部危機対策局危機対策課 

（総合政策部政策局土地水対策課） 

 

二 外国資本による土地の買収について 

 

○冨原 議員 

 我が国の土地制度は、従前より、土地を公益的な観点から守るためのルールが不十分であり、売買に関す

る規制が非常に緩い状態にあると言われております。 

 言うまでもなく、土地や森林、水といった国土資源は、我々の暮らしの基盤であり、また、資産でもある

ことから、憲法における財産権の保障との関係上、整理すべき課題は多いものの、土地の所有・利用のルー

ルを法的に確立することは、非常に重要であると考えます。 

 昨今の外資の進出による警戒感が強まる中で、道においては、平成２４年に「水資源保全条例」を施行

し、国においても、平成２６年に、超党派の議員立法により、「水循環基本法」を制定したところでは、あ

りますが、外資を規制する内容とまではなっていないところであり、また、安全保障面においても、我が国

には、米国における「外国投資及び国家安全保障法」のように、公共の利益の観点から、公的に投資に介入

できる法制度が存在しない状況にあります。 

 知事は、平成２６年第２回定例会において、我が会派同僚議員の質問に対し、外国資本等による土地取引

の規制に関する法令整備に関して、「全国知事会とも、さらに連携するなど、要望の趣旨が早期に実現され

るよう、今後とも働きかけを行って参る。」旨の答弁をされております。 

 今後、人口減少に伴い、各地で土地の管理や権利の放棄が進むと想定される中で、水資源に限らず、安全

保障を含めたより高いレベルでの国土環境の保全を図るためには、国に対し、一刻も早い関係法令の整備を

求めるべきと考えますが、道の認識と今後の対応について、見解を伺います。 

 

○知事 

 海外資本による土地の取引等についてでありますが、海外からの投資による土地の取得が、環境と調和が

図られながら、地域との協力関係のもとになされる場合には、地域経済の活性化につながると認識をするも

のであります。 

道では、本道の森林や水資源を将来にわたって引き継いでいくために水資源保全条例を定め、適正な土地

の利用の確保に努めてきているところであり、安全保障の観点から、防衛施設周辺などにおける土地取引の

状況の確認などを行ってきたところであります。 

今後とも、全国知事会などとも連携をし、関係法令による規制や施策の充実強化を国に要望するほか、市

町村をはじめ関係機関と連携を一層強め、道民の安全・安心な暮らしの確保に向けた取組を進めてまいる考

えであります。 


